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1. はじめに 
 近年、消費市場において毎年多くの製品が続々と市場に投入されては消え、ま
た新しい商品が投入されるという非常に激しい競争が展開されており、このよう
な形で販売される商品の多くは「期間限定」「数量限定」といったいわゆる「限定
商品（Limited Edition Products）」として投入されている。 
 限定商品が広く販売される背景としては、新しいものを好む消費者が存在する
ことや、商品の販売チャネルとして「死に筋」と呼ばれる商品を排除し、売れ筋
商品のみを品揃えするコンビニエンスストアが大きな影響力を持つ市場特性など、
日本市場はきわめて限定商品が市場に出回りやすい環境にあるといえる。 
 その一方で、日本の菓子（とりわけチョコレート、スナック菓子）や飲料メー
カーの寡占度は高く、メーカーも力を持っているにもかかわらず、限定商品を多
数販売するという多品種展開をしなくてはならない状況になっている。 
 本項では、まず限定商品とはどのようなものか、そしてどのような経緯で展開
されるようになってきたのかを明らかにする。次に先行研究をレビューする中で
日本における限定商品と海外における限定商品の違いを示し、マーケティング手
法として利用されている度合いに比して、研究が進んでいるとはいえない限定商
品についての今後の研究の方向性を示す。 
 
2. 限定商品とは 
 鈴木（2008）は、限定商品を「販売する期間、数量、地域、チャネルなどを企
業が限定することによって、消費者が商品を自由に入試しにくい状態で販売され
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る商品」と定義し、さまざまな限定商品を①期間限定、②数量限定、③地域限定、
④チャネル限定と 4 つに分類し(1)、「企業が意図的に入手可能性を下げる状況を作
り出したかどうか」によって限定商品を規定した。 
 しかしながら現実の市場を見ると、メーカーの営業力、即ち全国各地の店舗に
商品を並べることができず、結果として限られた地域や店舗のみでの販売となっ
てしまう配荷の問題や、メーカーが予想した以上に商品が売れたことによって品
薄になり、入手可能性が低くなってしまったケースなど、現実の商品の販売状況
を俯瞰すると、企業が意図したかどうかにかかわらず、多くの商品がさまざまな
要因によって「限定」販売となっている状況も起きている。 
 本稿における限定商品の定義も鈴木（2008）と同様に規定した上で、なぜ企業
が意図的に商品の入手可能性を低くする販売手法・製品戦略を採るようになった
のかについて以下に示す。 
 限定商品はいつ頃、どのような背景によって現れたのだろうか。日本における
最も古い限定商品について確認することは非常に困難であるが、本稿では新聞の
データベース検索を行い、「限定商品」という用語がいつ頃から使われ始めるよう
になったのかについて確認を行った（図表 1）。1981 年以降の新聞記事を確認す
ることができる日本経済新聞のオンラインデータベースでは、1982 年に限定商
品に関する最も古い記事が確認された。同様に、1984 年以降の新聞記事を収録し
た朝日新聞のオンラインデータベースでは、1984 年に限定商品に関する最も古
い記事が確認された。 
 さらに、創刊時からのデータベースを確認できる読売新聞（1874 年創刊）およ
び毎日新聞（1872 年創刊）の両新聞について限定商品に関する記事を検索する
と、最も古いものは読売新聞では 1984 年、毎日新聞では 1991 年であった。これ
らを踏まえると、1980 年代前半には限定商品が現れるようになったものと推察
される。 
 
図表 1 新聞各紙における「限定商品」の初出日時と商品 
掲載紙 日付 記事で取り上げられた商品 
日本経済新聞 1982 年 4 月 21 日 キッコーマンの数量限定しょうゆ 
読売新聞 1984 年 5 月 8 日 ニッカウヰスキー創立 50 周年記念のウイスキ  ー
朝日新聞 1984 年 12 月 17 日 埼玉県の蔵元による日本酒 
毎日新聞(2) 1991 年 1 月 20 日 和歌山県の農協が売り出したミカン 
（出所）筆者調べ。 
 
 では、なぜこの時代に限定商品が現れるようになったのだろうか。日本におけ
るマーケティングの歴史をたどると、ちょうどこの時代（1980 年代半ば）に、い
わゆる「分衆・少衆論」と呼ばれる消費者の動向が主張された(3)。これは、それま
で（とりわけ高度成長期まで）人々のニーズは同質的であり、多くの人々が同じ
ような消費行動を行っていた「大衆」のニーズが分散化・多様化することによっ
て「分衆」「少衆」に分かれていったとするものである。このことによって、かつ
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てのようなヒット商品が現れにくくなり、今までとは異なる消費者にどのように
して対応していくべきかといったことが議論された。 
 その一方で、依然としてヒット商品は存在する（＝人々のニーズは多様化して
いない）ことから「分衆・少衆」は存在しないとする批判もあり（TBS 調査部，
1986）、「分衆・少衆論」はその当時の大きな論争となった。 
 実際に大衆が消滅し、「分衆・少衆」になったのかどうかという議論については
本稿では詳しく扱わないが、先行研究を踏まえると実際に消費者のニーズが多様
化した、または企業の販売する製品が多様化していったことを示す研究も多く（例
えば池尾（1999），田村（2011）など）、その後現在に至るまでの消費者の動向を
考慮すると、消費者のニーズは多様化したとする主張は首肯されるだろう。 
 これまでの流れを踏まえると、1980 年代から現れたと考えられる各種の限定
商品は、多様化する消費者ニーズへの対応として、あるいは新たな消費者ニーズ
喚起のための一種の方策として現れたものと考えることができるであろう。 
 
3. 限定商品に関する先行研究 
 前節で示したように、限定商品は少なくとも過去 30 年以上にわたって利用さ
れてきているマーケティング手法であるにも関わらず、実際にその詳細について
行われた研究はあまり多くないのが現状である。そこで本節ではどのような視点
から先行研究が行われているかの整理を行う。 
 
 (1) 日本における研究 
 日本における研究として、中村ら（1997）は自動車、化粧品、時計を研究対象
として、限定商品の役割について 2 つの側面（販売促進およびメーカーのイメー
ジ戦略）があることを示した。 
 鈴木（2008）は第 2 節でも示したように、限定商品を期間限定・数量限定・地
域限定・チャネル限定と 4 種類に分類し、その上で人々はなぜ限定商品を購入し
てしまうのかという点について心理的な側面からリアクタンス理論（Brehm, 
1966）を用いて説明を行った。リアクタンスとは、「失われた自由を回復しようと
する、または失われそうな自由を確保しようとする動機づけ状態」と定義される
（Brehm, 1966, p.16）。 
 この理論を限定商品の購買状況に適用すると、（数量・地域・期間・チャネル等
の）限定商品は、企業が販売を限定することによって、消費者は購入する／購入
しないという選択が自由にできない状況にあり、選択の自由を失った（または失
われそうな）消費者は、失った（または失われそうな）選択肢をより魅力的に評
価するというものである(4)（同様の研究として布井・中嶋・吉川（2013）、今城
（2013）などがある）。 
 その後、三村（2009）は限定商品を購入する消費者のパーソナリティや、男性
よりも女性の方が限定商品を選択する傾向が高いことを明らかにした。 
 限定商品そのものの研究ではないものの、諸上ら（2007）は時間的制約がある
状況において、消費者の購買意思決定ルールがどのように変わるかを示しており、
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期間限定商品の購買に近い状況ということができる。 
 このように日本における限定商品の研究は、限定商品をなぜ購入してしまうの
かというメカニズムや、実際に購入を行う人のパーソナリティの解明に焦点を当
てて行われてきた。 
 
 (2) 海外における研究 
 海外においても限定商品の研究は行われているものの、日本国内と同様学術的
な視点からの研究はあまり多くない。 
 例えば代表的な研究として、Balachander and Stock（2009）はブランド戦略
の側面から、限定商品は購買意欲を喚起する点では正の効果をもたらすが、ブラ
ンド間の価格競争を引き起こす点を負の効果として挙げており、この結果はブラ
ンドの差別化の程度に依存するとしている。品質の高いブランドは限定商品を出
すことによってより利益を得られるが、品質の低いブランドは限定商品を出して
も（品質の高いブランドが限定商品を出したときと比べて）低い利益しか得られ
ないとしている。 
 さらに、Balachander and Stock（2009）は、企業が限定商品を販売する動機
として、限定性によって生じる希少性を挙げている。 
 これらの研究の中心的な課題として、希少性が消費者にどのような影響を与え
るかということについて述べられている。希少性に関する研究は他にも数多く行
われている(5)（例えば Eisend（2008），Gierl, H. & Huettl, V.（2010）など）。 
 その一方、Wonseok et al.（2015）は期間限定（Limited-time scarcity）と数
量限定（Limited-quantity scarcity）とでは、消費者のブランド評価に異なる影
響を与えること、独自性欲求（人と違った存在でありたいという欲求）の高い消
費者は、限定商品の所有を通じてプレステージ性や排他性を誇示することなどを
示した。この研究は、どのような消費者がどのように限定商品を購入するのか（購
買意図、ブランド評価等も含む）についての研究であり、日本で行われている先
行研究に近い観点から行われているといえる。 
 
 (3) 言及される商品の違い 
 先行研究のレビューを行うと、日本の研究と海外の研究とでは言及される商品
に違いが見出される。Wonseok et al.（2015）では、日常的に購買が行われる商
品も研究対象としているが(6)、それ以外の限定商品の事例として、腕時計、乗用
車、テレビゲームなどについて言及している。また、海外における他の研究を見
ると、購買頻度が低く、価格の高い商品が中心となっているのに対し、日本にお
ける研究は逆に購買頻度が高く、価格の低い日常的に購買が行われる商品が中心
になっている。 
 実際に日本市場においても自動車メーカーによる特別仕様車やゲーム機のパッ
ケージ等も存在している。その一方で海外においても限定商品の菓子や飲料等も
存在するが(7)、それらについては研究ではあまり触れられてはいない。 
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図表 2 海外の限定商品についての研究で言及された主な商品 
著 者 商 品 
Wonseok et al.（2015） 腕時計、自動車、テレビゲーム、ビール、ヨーグルト 
Gierl & Huettl（2010） パソコン、ヨーグルト 
Balachander & Stock（2009） ピアノ、自動車、ブーツ 
Stock & Balachander（2005） ゲーム機、自動車、バイク 
（出所）筆者調べ。 
 
図表 3 日本の限定商品についての研究で言及された主な商品 
著 者 商 品 
吉川（2015） パン 
舩越・大森・森田（2015） チョコレート 
布井・中嶋・吉川（2013） 食品（菓子・飲料など） 
三村（2009） フィギュア、菓子（スナック、チョコレート） 
鈴木（2008） 
ハンバーガー、飲料、音楽CD、アイスクリーム、 
菓子、バッグ、化粧品 
中村・渡辺・杉山（1997） 自動車、化粧品、時計 
（出所）筆者調べ。 
 
 これらの研究で言及された限定商品について、日本と海外とでなぜこのように
違いが現れるのであろうか。この点については次節で検討を行う。 
 
4. 限定商品の位置づけの違い 
 前節までに、日本においても、また海外においても限定商品の研究は行われて
いること、しかしながら研究中で言及される商品については、日本と海外とでカ
テゴリーが異なることについて示された。そこで本節では、それぞれの限定商品
に関する研究が対象とする方向性がなぜ異なるのかについて、消費者要因と企業
要因の 2 つの観点から考察したい。 
 
 (1) 消費者要因 
・多様性志向 
 日本市場におけるマーケティング手法のうち、限定商品が多用される要因とし
て、第 2 節でも示したように日本の消費者は多様性を求める傾向が強く、消費者
ニーズへの対応として限定商品が用いられていると考えられる。 
 三浦（2013）は、日本の消費者の 3 つのタフさ(8)として①選択肢の多様性、②
選択基準の厳しさ、③選択結果の集団的変動性を挙げている。消費者行動におけ
る選択肢の多様性とは、商品を買うときに多くの選択肢の中から選ぶことを選好
する（つまり、豊富な品揃えを好む）というものである。三浦（2013）は日本・
アメリカ・フランス・中国の 4 ヶ国の消費者を比較し、日本の消費者がもっとも
選択肢の多様性に対する選好意識が高いことを示した。 
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 では、選択肢の多様性と限定商品はどのように関係するのだろうか。日本市場
において、企業が販売する菓子や飲料などの限定商品はコンビニエンスストアや
スーパーマーケットで販売されることが多く、とりわけコンビニエンスストアで
は何かしらの「期間」限定商品が「常時」展開されているといっても過言ではな
い状況である（例えばチョコレートに関していえば、春はイチゴ味、夏季はミン
ト味、秋はマロン味、冬は口溶けのよさを特徴としたフレーバーが展開されると
いった具合に）。 
 コンビニエンスストアはその店舗特性上、スーパーマーケットに比べると店舗
面積が狭く、品揃えの点で制約が生じる。そのため、コンビニエンスストアは一
度に多数の商品を揃えるという点では多様性が提供しにくいが、限定商品（とり
わけ期間限定、数量限定）は、販売される期間が限られていることから、店舗内
における商品の入れ替えが容易であり、メーカーにとっては次々と新製品を投入
することができる。このようにして、消費者に対して選択肢の多様性を提供して
いるのである。 
 
・新製品志向 
 期間限定や数量限定といった商品を展開し、次々と新製品を提供し続けること
は、選択肢の多様性に加え、新製品志向という日本の消費者の特徴にも合致する
ものである。 
 新製品志向とは、その名の通り新しい製品を選好することで Samli（1995）は
日本・アメリカ・中国・韓国の 4 ヶ国を比較し、新製品をすぐに受容すると答え
た割合が最も高かったのが日本（82.0％）であった（他の 3 ヶ国についてはアメ
リカ（46.9％），中国（60.0％），韓国（43.0％））(9)。 
 このような新製品志向は、「日本人が「清浄」という美的価値を社会における最
も重要な価値と捉える特徴がある」（三浦（2013），p.57）という点からも指摘さ
れている。つまり「穢（けがれ）」を忌避しようとするこれらの価値観によって、
曲がっていたり傷のついた野菜や、容器の箱が凹んだ商品を避ける消費者が存在
するという具合に「鮮度や新製品を重視する日本の消費者の行動に影響を与えて
いると考えられる（三浦（2013），p.58）」。 
 日本の消費者が新しいものに価値を重んじる日本の消費者の選好によって、そ
のニーズに対応するために日本市場では多数の限定商品が展開されているといえ
る。 
 この新しいものを求める消費者ニーズに対して企業が次々と新製品を出す対応
は、「新製品」かつ「多様性」の双方の志向に対応できるという点において、極め
て日本の消費者に有効なアプローチであるといえる。 
 
 上述のように、多様性志向および新製品志向の 2 つの消費者特性によって、日
本市場において各種の限定商品が次々と投入される要因として説明することがで
きるだろう。 
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 (2) 企業要因 
 前項では日本市場において限定商品を選好する消費者像を示したが、本項では
企業側の要因を示す。 
 
・メーカーおよび小売業者による品揃え戦略 
 池尾（1999）は日本企業のマーケティングの特徴として、「連続的新製品投入」
を挙げている。ここでは特に自動車や家電等のメーカーが技術進歩により、競合
メーカーに対抗するために次々と新製品を発売する必要性に迫られたことについ
ての言及であった。しかしながら、自動車や家電メーカーによるこのような戦略
に慣れた消費者は、自動車や家電と比べると相対的に低価格かつ日常的に購買を
行う商品であっても、上述した元来の消費者特性もあり、次々と新製品が出てく
ることに対してはごく普通のこととして受け止めていたと考えられる。 
 チャネル限定商品に関連して、2000 年代以降、特定小売業者に向けた専用商品
が販売されるようになった。矢作（2014）によると、2002 年にキリンビールがセ
ブンイレブン・ジャパンとの共同開発で専用商品「まろやか酵母」を開発した。
このことを契機に各ビールメーカーがセブンイレブン専用のビールに加え、他の
小売業にも専用商品を供給するようになったとされる。 
 さらに 2008 年になると、サントリーが中堅・中小スーパーの共同仕入れ機構
シジシージャパンと「ゴールドブリュー（新ジャンル系ビール）」を、2009 年に
はセブン＆アイホールディングスと「ザ・ブリュー」を、イオンと「麦の薫り」
をそれぞれ開発した。さらに 2012 年になるとサッポロビールは大手ビールメー
カーとして初めてセブン&アイ向けに「100％MALT」というビールのプライベー
トブランド（PB）を供給した（矢作，2014）。 
 これらの商品、とりわけビールや新ジャンル系ビールにおける PB の商品がサ
ントリーおよびサッポロビールというビール市場における 3 位、4 位メーカーで
あることから、競合チェーンとの品揃えの差別化を狙った小売業者の意向と、ビ
ールという寡占市場において販売量拡大を狙った下位のメーカー側の双方の思惑
によって展開されたものであると考えられるだろう。 
 
・大きな影響力を持つコンビニエンスストア 
 日本市場における限定商品の特性を考える際、もっともよく限定商品を見るこ
とができるのは、コンビニエンスストアにおける菓子や飲料メーカーの製品であ
ろう。なぜ菓子や飲料メーカーは、コンビニエンスストアでさまざまな限定商品
を展開しているのであろうか。大竹（2015）のインタビュー中で、一橋大学大学
院の楠木教授は以下のように述べている。 
 
   コンビニに象徴されるように、ショートサイクル(10)を価値にするという、
日本に特有の顧客接点があることです。次から次へと新商品を出すことが価
値となっている。 
   これは恐らく、セブンイレブンが日本で作ってきたコンビニという独自の
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価値のつくり方で、これはこれで大きな価値を生み出しており、1 つの戦略
として功を奏している。 
   コンビニとしては、このショートサイクルに価値を見いだすのは正しい方
向性でしょう。ところが、メーカーの問題はこの戦略に乗っかって、「とりあ
えずの商品開発」というものをすごくするようになってしまっている。とり
あえず、新商品を出しておけ、というやつです。 
 
 さらに楠木教授は「飲料業界は特にそうなのですが、緑茶飲料で濃い味がヒッ
トすると、各社一斉に濃い味をウリにする新商品を出す」（大竹，2015）と述べて
おり、このような状況は自動車や家電メーカーの販売戦略として池尾（1999）が
示していた「連続的新製品投入」が非耐久消費財でも行われているとする本稿の
主張にも合致するものである。 
 大竹（2015）のインタビューでは、「ショートサイクル」と限定商品との関係は
明示的に述べられていないが、コンビニエンスストアで展開される実際の品揃え
を考慮すると、ショートサイクルの商品の 1 つとして菓子や飲料等の限定商品が
含まれることは容易に想像できるだろう。 
 コンビニエンスストアはスーパーマーケットと比べると店舗が小さく、スペー
スが限られるため、単品管理を行い、店頭でよく売れる「売れ筋」と呼ばれる商
品を店頭に並べ、逆に売れ行きの良くない「死に筋」と呼ばれる商品を店頭から
排除し、つまりよく売れる商品のみを並べるという販売手法によって店舗の販売
効率を高めている。 
 このため、コンビニエンスストアで商品を売ろうとするメーカー（特にナショ
ナル・ブランドのメーカー）は、売れない商品を作ってしまうとその商品が店頭
から排除されるだけでなく、さらにはその販売スペースには他社製品が並んでし
まう恐れがある。このように、メーカー同士はコンビニエンスストアの限られた
スペース（棚）をめぐって他のメーカーと激しい競争を行っており、そのため消
費者にとって魅力的な商品を開発・販売し続ける必要がある。そのための方策が
次々と投入される新製品や限定商品であるといえるだろう。 
 これらの限定商品は、メーカーにとっては熾烈な販売スペースをめぐる競争へ
の対応という側面と同時に、万が一売れ行きが良くなくても（「死に筋」となり撤
去される場合にも）次の限定商品を投入すればよいという、ヒットしなかった場
合のリスク削減の意味合いもあるといえる。実際に、菓子や飲料で見られる限定
商品には、定番（ロングセラー）ブランドのライン拡張が多いことからも、ブラ
ンドの活用であると同時に、リスク削減の側面であると考えることができる。 
 このように、限定商品が販売されるようになった企業側要因としては、品揃え
における差別化を狙う小売業者とシェア拡大を狙うメーカーが協力して発生した
もの、そしてコンビニエンスストアをはじめとした小売業者が主導して販売され
るようになったものの 2 点を挙げることができる。 
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5. おわりに 
 本稿では、マーケティング手法としてよく使われている限定商品についての研
究をレビューし、マーケティング手法としての限定商品は日本でも海外でも行わ
れているが、その研究はあまり進んでいないことを示した。また日本における限
定商品は日本人の消費者特性、さらには企業特性としてメーカー側の戦略および
小売業者の戦略として、コンビニエンスストアという販売チャネルの戦略とも相
まって諸外国と異なる形で展開されていることを示した。 
 しかしながら、日本人の消費者特性として多様性志向や新製品志向を示したに
も関わらず、相対的にこれらの特性に対する選好度の低い海外でもなぜ限定商品
が展開されているのかといった点については、従来から言及がなされている希少
性に対する選好以外の要因が見出せなかった。また、メーカー（とりわけチョコ
レートやスナック菓子）の寡占度(11)と、販売チャネルであるコンビニエンススト
アの寡占度(12)はどちらも高いことから、メーカーと小売業者の関係は拮抗すると
も考えられる。しかしながら、実際には小売業者（コンビニエンスストア）が優
位な状況にあり、小売業者が主導する形でメーカーが「とりあえずの商品開発」
をせざるを得ない状況によって限定商品の導入が行われている状況について、メ
ーカーと小売業者間の関係性については詳細な検討をすることができなかった。 
 同様に、欧米の小売業の寡占度も高いとされるが、欧米のメーカーおよび小売
業者の関係についても今回は詳細な調査・検討には至らなかった。 
 これらの点を踏まえ、メーカーと卸・小売業者間の関係も考慮したうえで、限
定商品が開発され販売されるメカニズムを明らかにすることが今後の課題の1つ
といえる。 
 さらに、現実には海外でも限定商品が販売されているという現状を踏まえると、
日本の消費者と比べて多様性志向および新製品志向が相対的に低いとされる海外
の消費者が限定商品を購買する要因の解明も今後の研究課題としたい。 
 また、それぞれの地域においてメーカーおよび小売業者の特性がどのように限
定商品の展開と販売、そして消費者の購買に影響するかという比較も今後の課題
として挙げられる。 
 
【注】 
 (1) これ以外に販売対象を「女性限定」「65 歳以上限定」とした「顧客限定」も挙げられて
いるが、先に挙げた 4 分類とは異なり販売相手を区別したものであるため、鈴木（2008）
では除外しており、本稿でも同様に扱っている。 
 (2) 毎日新聞の例では、この図表で示した日時より前に「事件の被害者が着用していた衣服
が限定商品であった」との記事が掲載されていたが、その内容からして本稿では当該記事
を限定商品に関するものではないと判断した。 
 (3) 「分衆・少衆論」とは通称であり、「分衆」は博報堂生活総合研究所（1985）によって、
「少衆」は藤岡（1985）によって提唱された。 
 (4) ここでは、（期間・数量・地域・チャネルの各）限定商品は、限定することによって消費
者が商品を自由に買うことができる状態が奪われることから、商品を「購入する」「購入し
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ない」という 2 つの選択肢のうち、商品を「購入する」という選択肢がより魅力的に感じ
られるというものである。 
 (5) 希少性については海外でも多くの研究がなされているが、希少性は限定商品の持つ要素
の 1 つであり、それらの研究では希少性がどのように消費者の購買に影響を与えるかとい
うことがその中心的な課題とされる。そのため、本稿の課題とは内容を異にすることから
詳しく取り上げていない。 
 (6) Wonseok et al.（2015）は製品を”conspicuous（人目につく）”および”nonconspicuous
（人目につかない）”と分類した。本稿では conspicuous はその特性からして腕時計や自動
車などの商品、nonconspicuous を同様に食品や日用品などと扱う。 
 (7) 例えばイギリスのCentaur Communications社のサイトMarketing Week では、キッ
トカット（チョコレート菓子）やコカ・コーラの限定商品について言及している。 
 (8) ここでの「タフさ」とは、企業が消費者を満足させるのが大変であることを意味してい
る。（三浦，2013） 
 (9) ただし、Sumli（1995）の調査で使用された商品は当時のハイテク製品としてCD プレ
ーヤーを対象とした調査であった。そのため、本稿が主に対象としている日常的に購買が
行われる商品とは異なる。 
 (10) ショートサイクルとは、その名の通り「短い期間」で次々と商品を販売することを指す。 
 (11) 矢野経済研究所によると、チョコレートに関し、2015 年度のメーカー別シェアは 1 位：
明治（25.8％）、2 位：ロッテ商事（17.5％）、3 位：江崎グリコ（10.8％）、4 位：森永製菓
（7.5％）、5 位：ネスレ日本（6.7％）である。スナック菓子の 2015 年度のメーカー別シ
ェアは 1 位：カルビー（51.1％）、2 位：フレンテ（湖池屋）（10.0％）、3 位：おやつカン
パニー（6.5％）、4 位：ヤマザキナビスコ（6.2％）、5 位：ジャパンフリトレー（5.5％）で
ある。 
 (12) 日本経済新聞調べによると、2015 年度のコンビニエンスストアのシェアは、1 位：セブ
ンイレブン（39.4％）、2 位：ローソン（21.7％）、3 位：ファミリーマート（20.0％）であ
る。 
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